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あおもりアグリ・イノベーションプロジェクト 

共同研究・実証（令和９年度実施分）パートナー企業募集要項 

 

１ 目的 

  青森県では、多彩な自然環境が育む豊富な農林水産資源を背景に、農林水産業を

中心に飲食料品製造業や運輸業、宿泊業、飲食サービス業など県産農林水産物のサ

プライチェーンに関わる産業（以下「アグリ関連産業」という。）が形成され、本県

の基幹産業として地域経済を支える重要な役割を果たしています。 

  その一方で、本県は人口減少や人手不足、気候変動など様々な課題に直面してお

り、こうした課題を乗り越え、持続可能で競争力のあるアグリ関連産業の実現を図

るためには、革新的な技術の開発や社会実装によるイノベーションの創出が不可欠

です。 

  そこで、本プロジェクトでは、本県アグリ関連産業の課題解決につながる革新的

な技術やアイデアを提案し、県内の実証フィールドにおいて研究機関と連携して、

共同研究・実証に取り組む企業を募集します。 

 

２ あおもりアグリ・イノベーションプロジェクトについて 

（１）プロジェクト概要 

   青森県の強みである農林水産分野におけるイノベーションを推進し、アグリ関

連産業の生産性向上等を図ることを目的に、スタートアップ等の県内外企業（（パ

ートナー企業）や青森県産業技術センターなどの研究機関とともに共同研究や実

証に取り組み、県内の農業法人等が抱える課題の解決につながる技術の開発や社

会実装を目指します。 

（２）参画するプレイヤーと役割 

①パートナー企業 

    自らが有する革新的な技術やアイデアをもとに、研究テーマについてのソリ

ューションを提案し、共同研究・実証を主体的に実行します。 

②農業法人等 

    研究テーマとする自らが抱える課題を提案し、課題解決に取り組む実証フィ

ールドを提供します。 

③研究機関（青森県産業技術センター） 

    これまでの研究実績に基づく技術・ノウハウを提供します。 

  ※研究テーマによっては、農業法人等が参画しない場合があります。その場合は、

研究機関が実証フィールドを提供します。（下記３（２）参照） 

（３）共同研究と実証の区分 

①共同研究 

    課題解決の糸口となる技術やアイデアを有するパートナー企業と研究機関

が連携して、課題解決に向けた新たな技術の開発に取り組みます。 
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②実証 

    課題解決につながる既存技術（応用・改良により活用できる技術を含む。）を

有するパートナー企業と研究機関が連携して、社会実装に向けた有効性や実用

性の検証に取り組みます。 

 

３ 募集内容 

（１）募集概要 

   農業法人等から提案された課題などに基づき設定した研究テーマに対して、課

題解決につながるソリューションを提案し、共同研究（・実証に主体的に取り組む

パートナー企業を募集します。 

（２）研究テーマの分類 

   研究テーマは、提案者の区分に応じて、参画するプレイヤーや実証フィールド

が異なり、次のとおり分類されています。 

  ①現場提案型 

   （・青森県内の農業法人等が現場（実証フィールド）で抱える課題の解決に向け

た取組を研究テーマとして設定しています。 

   ・プレイヤーはパートナー企業、農業法人等、研究機関です。 

   ・実証フィールドは農業法人等が提示するほ場等です。 

  ②産業技術センター提案型 

   （・青森県産業技術センター（（研究機関）が本県農林水産業の特色や課題、生産

者や企業の声を踏まえて立案した取組を研究テーマとして設定しています。 

   ・プレイヤーはパートナー企業、研究機関です。 

   ・実証フィールドは研究機関が提示する施設等です。 

  ③自由提案型 

   （・パートナー企業自らが、青森県の農林水産分野における課題や特色を踏まえ

て、それらの解決や新たな価値創出に向けた取組を研究テーマとして提案し

ます。 

   ・プレイヤー及び実証フィールドは提案内容に応じて調整します。 

  （参考）研究テーマの分類表 

分類 テーマ提案者 プレイヤー 実証フィールド 

現場提案型 農業法人等 

パートナー企業 

農業法人等 

研究機関 

農業法人等が 

提示するほ場等 

産業技術センター 

提案型 

青森県産業技術 

センター 

パートナー企業 

研究機関 

研究機関が 

提示する施設等 

自由提案型 パートナー企業 
提案内容に応じて

調整 

提案内容に応じて

調整 
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（３）研究テーマ 

現場提案型 

１ りんごのデータ駆動型生産管理と連動したフィジカル AI による作業支

援技術の開発 

２ りんご栽培の人手不足を解消する摘果の省力化手法の開発 

３ ながいもの乾物率を簡易に測定できる携帯型測定器の開発 

産業技術センター提案型 

４ X 線回折を用いた食品機能性成分の迅速評価技術による県産食品の高付

加価値化 

自由提案型 

５ 青森県内の農林水産分野における課題解決及びイノベーション創出に資

する新技術の提案 

   ※研究テーマの詳細（実証フィールドや課題、ソリューションイメージ等）は

別紙をご確認ください。 

（４）応募資格 

  （・具体的な技術やアイデアを有し、研究テーマで掲げる課題の解決に向けて主体

的に共同研究・実証を進められること。 

  （・企画提案した内容に沿って、計画的に共同研究・実証に取り組むことができる

体制を有していること。 

  （・研究内容の検証や参画する他のプレイヤーとの協議のため、実証フィールドを

定期的に訪問できること。 

  （・青森県議会での予算成立と国の「地域未来交付金（地域未来推進型）」の交付決

定が共同研究・実証を実施できる条件となることを理解していること。 

  ・宗教活動又は政治活動を主たる目的とする団体でないこと。 

  （・暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。）でないこと。 

  ・地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定により、

本県における一般競争入札に参加できない者でないこと。 

  （・会社生生法（平成１４年法律第１５４号）又は民事再生法（平成１１年法律第

２２５号）による手続きを行っているものでないこと。 

  ・青森県発注の契約に係る指名停止処分を受けていないこと。 

  ・国税及び地方税を滞納していないこと。 

  ・NPO 法人については、特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）に基づ

く事業報告書等を提出していること。 

（５）共同研究・実証期間 

令和９年４月（予定）から令和１０年２月末日まで 

   ※事務局への成果報告などを完了させる期日は、パートナー企業と事務局の契

約で定める日（令和１０年３月中旬を予定）となります。 
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（６）実施予定件数 

   ５件以内（共同研究４件、実証１件を想定） 

   ※令和８年度からの継続研究テーマの件数を含みます。また、共同研究と実証

の件数の配分は、企画提案の内容によって変生する可能性があります。 

 

４ 共同研究・実証の流れ 

  企画提案の採択後における共同研究・実証の流れは概ね次のとおりです。また、

共同研究・実証の実施期間及び終了後に、共同研究・実証の取組や成果についての

情報発信や報告等にご協力いただきます。 

（１）共同研究・実証に向けた具体的な研究内容の整理 

   共同研究・実証の具体的な研究内容を関係者間で整理し、実施に向けた準備を

行います。 

  ①研究内容とスケジュールの整理 

    企画提案を踏まえて、関係者間で共同研究・実証の内容を具体化し、作業工

程などスケジュールを整理します。 

  ②研究費の申請 

    共同研究・実証の内容を踏まえて必要な研究費を申請し、事務局の承認を得

ます。 

（２）共同研究・実証の実施 

   共同研究・実証に必要な契約手続を経て、共同研究・実証に取り組みます。 

  ①契約締結 

    事務局と共同研究・実証の実施に必要な契約を締結します。また、プレイヤ

ーの意向に応じて、事務局のサポートを受けながら、プレイヤー間で共同研究

契約や秘密保持契約を締結します。 

  ②共同研究・実証 

    実証フィールドにおいて、パートナー企業を中心にプレイヤーが連携して、

課題解決に向けた新たな技術の開発や社会実装に向けた有効性や実用性の検

証に取り組みます。 

（３）情報発信に関する協力 

   共同研究・実証の実施期間や終了後に、青森県やプレイヤーにおいて、取組内

容や成果についての取材や公表の機会があった場合は、その対応に協力するとと

もに、本プロジェクトの共同研究・実証による成果である旨を明示してください。 

（４）事務局及び県への報告 

   共同研究・実証の実施期間における成果について、事務局の定める日までに書

面にて報告します。また、成果報告会を青森県が開催する場合は、できる限り成

果発表に参加してください。 
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（５）事業化状況の情報提供 

   共同研究・実証の終了後における事業化等の状況について、青森県から問合せ

があった場合は情報提供に協力してください。 

 

５ パートナー企業への支援内容 

（１）共同研究・実証の支援 

事務局にて、次のとおり支援を行います。 

①共同研究・実証に向けた研究内容の具体化やスケジュール作成のサポート 

②関係者間の秘密保持契約や共同研究契約等の締結のサポート 

③共同研究・実証の進捗管理や関係者打合せの日程調整等 

（２）研究費の支払 

   共同研究・実証の研究費として最大 300 万円（（税））を事務局から支払います。 

   なお、研究費の支払手続や対象経費等については、別途要領を定めて取り扱う

ものとしますが、令和９年度の共同研究・実証に係る要領の策定は同年度開始後

を予定しているため、別添「令和８年度あおもりアグリ・イノベーションプロジ

ェクト研究費事務取扱要領」を参考にしてください。 

 

６ 権利の帰属 

  共同研究・実証で発生した権利は、原則として、パートナー企業及び研究機関に

帰属しますが、詳細については農業法人等を含めた参画するプレイヤーなど関係者

間で別途協議して決定します。 

  パートナー企業は、取得した権利に係る広報活動において、その成果が本プロジ

ェクトによるものである旨を明示してください。また、青森県は当該権利を本プロ

ジェクトによる成果であると対外的に説明します。 

 

７ 説明会（参加希望制） 

（１）日時 

令和８年１０月１４日（水）１６：００～１７：１０ 

（２）参加方法（ハイブリット形式） 

①現地参加 

会場：NEXs（Tokyo（WORK（STUDIO 

（東京都千代田区丸の内３－３－１ 新東京ビル４階） 

②オンライン参加（Zoom） 

お申）みいただいたメールアドレスに、参加用 URL を後日お送りいたします。 

（３）参加申込方法 

以下の申）フォームからお申し）みください。 

申）フォーム：（https://forms.cloud.microsoft/e/ir7A7rc0zt 

（申）期限：令和８年１０月１３日（火）１７：００） 

https://forms.cloud.microsoft/e/ir7A7rc0zt
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（４）補足事項 

  （・会場の席数には限りがありますので、現地参加を希望される場合はお早めにお

申）みください。定員に達した場合は、オンライン参加をご案内させていただ

きます。 

  ・説明会の様子は、特設サイトで後日アーカイブ配信する予定です。 

 

８ 企画提案の方法 

（１）提出書類 

①企画提案書 

   【共通事項】 

   （・共同研究・実証の方針、実施方法、実施体制、スケジュール、今後の展望（ロ

ードマップ）等を記載すること。 

   （・方針は、共同研究・実証を進めるうえでの基本的な考え方やねらい、特に重

視する点を記載すること。 

   （・実施方法は、自らが有する技術やアイデアを示しながら、具体的かつ実現可

能な手法や手順を提案し、成果のイメージなどを記載すること。 

   （・実施体制は、責任者及び担当者の配置や役割、全体の体系図を記載し、一部

業務を再委託する場合はその相手方と再委託する理由を記載すること。 

    ※研究費の取扱いのため、みなし同一法人の有無について、事務局から確認

することがあります。 

   （・スケジュールは、共同研究・実証の実施期間における全体の工程とスケジュ

ールを記載すること。 

   ・今後の展望（ロードマップ）は、共同研究・実証の実施期間（令和９年度）

終了後における課題解決の実現に向けたロードマップを記載すること。 

   【自由提案型】 

   （・実証フィールドの条件、必要な設備・環境、想定する実証内容及びフィール

ドの活用方法を具体的に記載すること。また、県内の農業法人等との合意の

もと実証フィールドを確保している場合は、その情報（所有者、所在地、内

容・用途）を記載すること。 

   （・青森県の地域特性や産業構造を踏まえ、想定する課題仮説、その課題に対し

て提案技術がどのような解決につながるのかを明確に記載するとともに、

「なぜ青森県で共同研究・実証を行う必要があるのか」という意義を具体的

に示すこと。 

②研究費（経費）見積書 

   （・企画提案の内容を実施するために必要な全ての経費とその積算内訳を明らか

にすること。 

   ・経費の総額は消費税及び地方消費税を含めた金額とし、300 万円以内とする

こと。 

   （・積算内訳は、企画提案の内容と対応関係にある経費区分とし、それぞれの経

費の積算根拠が明確になるよう具体的に記載すること。 



- 7 - 

③企画提案者の概要が分かる資料（様式任意） 

   （・定款の写しや会社パンフレット等、企画提案者の組織体制や事業内容等がわ

かる資料を提出すること。 

④直近の決算報告書（様式任意） 

   （・企画提案者の直近の決算報告書（貸借対照表、損益計算書等）を提出するこ

と。 

（２）応募方法等 

   以下の応募フォームからお申し）みください。また、企画提案書等（（データ形

式は任意）は下記１３に記載のメールアドレスまでご提出ください。 

応募フォーム：https://forms.cloud.microsoft/e/Z1k6M1sLeL 

（３）共同事業体での提案 

   企画提案は、複数の事業者や研究機関の連携による共同事業体で行うことも可

能です。その場合には、事業代表者を定めた上で、共同事業体の構成とそれぞれ

の役割（強み）を明確にして提案してください。 

（４）応募締切 

   令和８年１１月３０日（月） 

（５）その他 

   企画提案者が他の実証事業や補助事業等で行った内容と同一の企画提案は認

めません。 

 

９ 審査方法 

（１）審査の手順 

①一次審査：書類審査 

    書類審査は提出書類をもとに行います。審査に当たり事務局から個別に内容

の確認を行う場合があります。 

②二次審査：プレゼン審査 

    提案内容のプレゼンテーション及び質疑応答を実施します。書類審査通過者

に対して、事務局から日程調整のご連絡をします。 

（２）選考基準 

   地域性／・青森県の地域課題、地域特性や産業特性を理解しているか。 

       ・県内産業の持続的発展や活性化に寄与すると見）まれるか。 

       ・青森県内での将来的な事業展望を持っているか。 

   実現性／・実現可能性の高い計画が立てられているか。 

       ・共同研究・実証を主体的に取り組む体制が整っているか。 

       ・研究費の使途が妥当か。 

   革新性／・アグリ関連産業のイノベーション創出を期待できる提案か。 

       ・独自の技術やアイデアを有しているか。 

       ・社会的インパクトを与える取組か。 

https://forms.cloud.microsoft/e/Z1k6M1sLeL
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   将来性／・実用化により需要が見）まれるプロダクト・サービスか。 

       ・普及によりアグリ関連産業の生産性向上が図られるか。 

       ・今後成長が見）まれる事業モデルか。 

（３）補足事項 

  （・自由提案型は、提案内容に適したフィールドの調整がつかない場合には、不採

択となります。そのため、企画提案者が自ら青森県内での実証フィールドを確

保した上で提案する場合は、実現性の観点から審査上の評価対象となります。 

  ・参画する研究機関とその役割の詳細は、パートナー企業の提案等を踏まえて、

採択後に研究機関と協議して決定します。 

 

10 採択後の契約手続 

（１）契約締結 

   企画提案が採択されたパートナー企業は、令和９年度の予算成立後に青森県が

本プロジェクトの業務委託契約を締結する事務局と共同研究・実証の実施に関す

る契約を締結します。契約締結時に必要な書類は追ってお知らせします。 

  ※共同研究・実証の実施は、青森県議会での予算成立と国の「地域未来交付金（地

域未来推進型）」の交付決定が条件となります。 

（２）契約条件 

①再委託等の制限 

パートナー企業は、業務の全部または一部を第三者に委託し、または請け負

わせることはできません。ただし、業務を効率的に行う上で必要と思われる委

託等については、あらかじめ書面により事務局の承諾を受けた場合はこの限り

ではありません。 

②個人情報保護 

  パートナー企業が業務において個人情報を取り扱う場合には、個人情報の保

護に関する法律（平成１５年法律第５７号）をはじめとする関係法令等を遵守

していただきます。 

③守秘義務 

採択者は、業務上知り得た秘密を他に漏らし、又は他の目的のために利用す

ることはできません。また、業務終了後も同様とします。 

 

11 スケジュール 

令和８年１０月１日（木）  パートナー企業募集開始 

令和８年１０月１４日（水） パートナー企業募集説明会 

令和８年１１月３０日（月） 企画提案書等の提出期限 

令和８年１２月（予定）   一次審査結果の通知 

令和９年１月（予定）    採択（二次審査）結果通知 

令和９年２～３月（予定）  共同研究・実施の内容整理 

令和９年４月（予定）    契約締結、共同研究・実証の実施 
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12 その他 

（１）失格又は無効 

次のいずれかの事項に該当する場合は、失格又は無効とする。 

・提出期限を過ぎて書類が提出された場合 

・提出した書類に虚偽の内容を記載した場合 

・審査の公平性に影響を与える行為があった場合 

・この要項に違反すると認められる場合 

（２）その他 

・企画提案に要する経費は、全て企画提案者の負担とする。 

・提出された書類は、原則として青森県に対する情報公開の対象文書となる。 

 

13 企画提案書等の提出先・問合せ窓口 

あおもりアグリ・イノベーションプロジェクト運営事務局 

（有限責任監査法人トーマツ 仙台事務所 担当：佐藤、香川） 

〒980-6026 宮城県仙台市青葉区中央４－６－１ SS30  

メール：aomori-agri-innovation@tohmatsu.co.jp 

 

  また、本プロジェクトに関して、オンライン相談窓口を開設いたします。 

  どなたでも無料でご利用いただけますので下記 URL よりお気軽にお申し）みく

ださい。 

相談窓口：https://forms.cloud.microsoft/e/ii8ZAgMqni

mailto:メール：aomori-agri-innovation@tohmatsu.co.jp
https://forms.cloud.microsoft/e/ii8ZAgMqni
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 別添  

令和８年度あおもりアグリ・イノベーションプロジェクト 

研究費事務取扱要領 

 

１．趣旨 

  あおもりアグリ・イノベーションプロジェクト運営事務局（以下「事務局」という。）

は、共同研究・実証に要する経費を研究費として対象者に支払うものとし、その支払に関

してはこの要領の定めるところによる。 

 

２．対象者 

  研究費を支払う対象者は、本事業における共同研究・実証のパートナー企業として採択

された者（以下「採択者」という。）とする。 

 

３．対象期間 

  研究費として支払う経費の対象期間は、令和８年４月１日から令和９年２月末日まで

とする。 

 

４．対象経費 

（１）研究費として支払う経費の対象範囲は、別表に掲げる経費で、事務局の承認を得たも

のとする。 

（２）別表に掲げる経費に、採択者のみなし同一法人に対して支払う経費が含まれている場

合は、当該みなし同一法人を採択者とみなし、前項の規定を適用する。 

（３）前項に規定するみなし同一法人とは、採択者が当事者として該当する次に掲げる場合

の区分に応じ、それぞれ次に掲げる者をいう。 

  ①上位の会社 （以下「会会社」という。）が議決権の 50％以上を有する会社 （以下「 

会社」という。）が存在する場合 会会社及び 会社（会会社又は 会社に同様の支

配関係にある会社が複数存在する場合はこれらの会社を含む。） 

  ②個人（当該個人の配偶者、会 及び生計を同一にしている者は当該個人とみなす。）

が議決権の 50％以上を有する会社が複数存在する場合 それぞれの会社 

  ③代表者及び住所が同じ法人、主要株主及び住所が同じ法人又は実質的支配者が同じ

法人が存在する場合 いずれかに該当する法人 

 

５．支払限度額 

研究費として支払う額の上限は、300 万円（税込）とする。 

 



６．研究費の申請 

（１）研究費として支払う経費の承認は、採択者が事務局に対して、別途指定する 「研究費

対象経費申請書」を提出して申請するものとする。 

（２）事務局は、前項の申請を審査した結果、承認することが適当と認めたときは、その旨

を書面により採択者に通知するものとする。 

（３）事務局の承認を得た後に研究内容の変更など予期し得ない事情により追加で使用す

る経費が発生する場合は、別途指定する「研究費対象経費変更申請書」を提出して変更

申請を行うことができる。 

（４）第２項の規定は、前項の変更申請について準用する。 

 

７．請求方法 

  研究費の請求は、採択者が事務局に対して、別途指定する 「研究費請求書」を提出して

行うものとする。 

なお、研究費の支払方法（都度払・立替払）は、事務局と採択者で協議して決定する。 

 

８．支払条件 

（１）研究費の支払にあたっては、次に掲げる事項を条件として付すものとする。 

  ①研究費を共同研究・実証の目的以外に使用しないこと。 

  ②共同研究・実証に際しては法令その他の規定を遵守するとともに、研究費の使途に関

して明確にした証拠書類を整理し、令和９年４月１日から起算して５年経過までは適

切に保管すること。 

（２）前項のほか、事務局が必要と認める事項については、別に条件を付すものとする。 

 

９．その他 

（１）この要領に定めるもののほか、必要な事項は事務局と採択者の間で協議して決定する。 

（２）天変地異その他やむを得ない事由により事業内容の一部が遂行できない場合は、速や

かに事務局に報告し、研究費を変更するものとする。 

（３）本業務は国の地域未来交付金（地域未来推進型）を活用して行うため、「地域未来交

付金（地域未来推進型）交付要綱」に規定する要件を遵守すること。 

 

附則 

 この要領は、令和８年４月１日から施行する。 

 

  



別表 

科目 対象 必要書類 

旅費・交通費 

本事業に従事する者が本事業を遂行するにあた

り発生する交通費・宿泊費、レンタカー代等 

※交通費・宿泊費の支給額は青森県の旅費規定

に準じるものとする。 

領収書（請求書） 

消耗品費 消耗品の購入経費（材料費、部材費含む。） 領収書（請求書） 

備品費 備品の購入、レンタル経費 領収書（請求書） 

外注費 
開発設計やデータ分析等の外部に委託した経費

等 
領収書（請求書） 

通信運搬費 
物品等の運搬、データ通信費等 （本事業以外の経

費と明確に区分できるものに限る。） 
領収書（請求書） 

賃借料・使用料 施設等を借り上げるために必要な経費等 領収書（請求書） 

光熱水費 

本事業で直接使用する施設や機器等の運転等に

要する電気、ガス及び水道の経費等（本事業以外

の経費と明確に区分できるものに限る。） 

領収書（請求書） 

その他 その他、事務局が必要と認めるもの 適宜徴求する 

なお、次の経費は支払の対象外とする。 

①提出した書類に不備があるもの 

②対象期間外に発注・購入・納品・支払い等が行われたもの 

③対象期間に使用しないもの 

④収入印紙代、保険料、振込手数料、敷金・礼金、固定資産 （備品として事務局が承認した

ものを除く。） 

⑤人件費、飲食代、交際費、その他経常的経費 

⑥汎用品や本事業充当分を特定できない経費 

⑦国や地方公共団体が助成する他の制度と重複する経費 

⑧上記のほか、社会通念上不適切な経費 

また、研究フィールドで使用する経費（ほ場賃借料、ほ場管理費、種苗費、肥料費、農薬

費、光熱水費等）が生じる場合で、研究フィールドを提供する農業法人等との合意のもと、

それらの経費に係る請求が農業法人等からあったときは対象経費として計上することがで

きる。 


